
豊川市土地利用事業手続きのフロー

事 業 者

	土地利用事業適用の範囲

・施行区域面積5,000㎡以上（市街化調整区域は3,000㎡以上）の建築物の建設、土地の用途変更等
・施行区域面積1,000㎡以上の土石の採取
・産業廃棄物処理施設
・市長が住民の福祉又は自然環境の保全に著しく影響を及ぼすと認めるもの

※ 同一事業者が既に実施した施行区域に接続して当該土地利用事業完了後2年以内に更に土地利用事業を行う場合は、その全ての面積が対象


　　
· 事前チェック　土地利用事業計画申請書に添付する資料を１部提出
　　　　　　　　　添付図書：位置図、土地公図の写し、土地利用計画図、その他必要書類

· 申 請　　土地利用事業計画協議申請書（様式1）
提出部数：23部（正1部、副22部）

　　　　　　添付図書：位置図、土地公図の写し、土地利用計画図、その他必要書類
　　　　　　　　　　　　　　　　近隣住民への開発のお知らせ看板の写真（遠景、近影）
※ 各種法令に基づく申請、届出前に提出すること。
市 長（事務局：建築課）
○　通 知　　土地利用事業指導事項通知書（様式2）


※ 原則として申請の翌日から20日以内（市の休日は参入しない。）に審査結果を通知する。

事 業 者　　

○回 答　　土地利用事業指導事項通知書に基づく調整結果の回答

市 長（事務局:建築課）
※ 市街化調整区域の1ha以上の開発行為については、別に愛知県土地開発行為に関する指導要綱に基づき、県知事（本庁都市計画課）へ協議申出が必要。
土地利用調整組織（随時開催）

土地利用調整 審査会

審査会長：建設部長
　組　　織：
企画政策課　　　　市民協働国際課　　人権生活安全課　　企業立地推進課
　　　　　　農務課　　　　　　商工観光課　　　　環境課　　　　　　清掃事業課
道路河川管理課　　道路建設課　　　　公園緑地課　　　　建築課

都市計画課　　　　区画整理課　　　　経営課　　　　下水整備課
水道整備課　　　　消防本部予防課　　教育委員会庶務課　生涯学習課　市街地整備課

　（関係21課）の課長又は主幹

　庶　　務：建築課　　　

　          ※ 特に重要で総合的な判断が必要な場合は、企画調整会議に諮る。

　　　　　　　　

※ 研究会において高度な判断が必要となった事業又は研究会長が必要と認めた事業は審査会に諮る


　 


　







土地利用調整 研究会


内　　容：土地利用事業に関して、調査・研究を行う。


研究会長：建築課の課長又は主幹　　


組　　織：審査会関係課の課長補佐又は係長若しくは主査


庶　　務：建築課　　
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